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新
年
度
の
地
方
財
政
は
例
年
に
増
し
て

制
度
全
般
に
か
か
わ
る
重
要
な
見
直
し
が

行
わ
れ
て
い
る
。

（
１
）
法
人
住
民
税
の
地
方
交
付
税
原
資
化

　

２
０
１
２
年
８
月
に
成
立
し
た
社
会
保

障
・
税
一
体
改
革
関
連
法
に
お
い
て
、
消

費
増
税
に
と
も
な
い
地
方
法
人
課
税
の
見

直
し
を
通
じ
て
税
収
の
偏
在
是
正
を
検
討

す
る
こ
と
が
明
記
さ
れ
た
。
こ
れ
を
踏
ま

え
て
同
年
９
月
に
発
足
し
た
総
務
省
の
検

討
会
や
２
０
１
３
年
秋
の
与
党
税
調
の
議

論
な
ど
を
経
て
、
昨
年
12
月
24
日
に
政
府

税
制
改
正
大
綱
が
閣
議
決
定
さ
れ
、
法
人

住
民
税
法
人
割
（
以
下
「
法
人
住
民
税
」

と
呼
ぶ
）
の
一
部
を
、
国
税
と
し
て
新
設

さ
れ
る
地
方
法
人
税
に
事
実
上
振
り
替

え
、
地
方
交
付
税
の
原
資
に
全
額
繰
り
入

れ
る
こ
と
が
明
記
さ
れ
た
。

　

具
体
的
な
仕
組
み
は
、都
道
府
県
※
（
１
）、

市
町
村
の
法
人
住
民
税
の
標
準
税
率
を
そ

れ
ぞ
れ
５
．
０
％
か
ら
３
．
２
％
、
12
．

３
％
か
ら
９
．
７
％
に
引
き
下
げ
（
合
計

４
．
４
％
引
き
下
げ
）、
一
方
で
新
た
に

地
方
法
人
税
を
国
税
と
し
て
新
設
し
、
各

年
度
の
法
人
税
額
を
課
税
標
準
と
し
て

４
．
４
％
を
課
税
し
、
事
実
上
、
地
方
の

法
人
税
収
の
一
部
国
税
化
を
行
う
。

　

そ
の
上
で
同
法
人
税
を
、
地
方
交
付
税

の
特
別
会
計
に
直
入
し
、
地
方
交
付
税
の

基
礎
財
源
す
な
わ
ち
原
資
化
す
る
も
の
で

あ
る
。

　

こ
れ
に
よ
り
構
造
的
に
は
偏
在
性
の
高

い
地
方
税
を
、
地
方
交
付
税
を
通
じ
て
再

配
分
す
る
こ
と
で
偏
在
是
正
の
効
果
を

狙
っ
て
い
る
。
財
務
省
の
試
算
で
は
法
人

住
民
税
の
減
税
に
よ
り
４
９
０
８
億
円
、

地
方
法
人
税
の
創
設
に
よ
り
４
８
４
５
億

円
が
増
収
す
る
見
通
し
で
あ
る
。

　

法
人
住
民
税
の
減
税
に
よ
り
、
都
道
府

県
、
市
町
村
と
も
減
収
す
る
が
、
地
方
交

付
税
の
交
付
団
体
で
は
交
付
税
の
算
定
を

通
じ
て
還
元
さ
れ
る
か
た
ち
と
な
り
、
一

方
の
不
交
付
団
体
で
は
も
っ
ぱ
ら
減
収
の

影
響
を
被
る
こ
と
に
な
る
。
地
方
税
の
一

部
を
国
税
化
し
て
か
ら
地
方
交
付
税
へ
算

入
す
る
も
の
の
、
国
に
と
っ
て
追
加
的
な

財
源
を
と
も
な
わ
な
い
こ
と
か
ら
、
地
方

自
ら
の
税
源
を
も
っ
て
自
治
体
間
の
格
差

是
正
を
行
っ
て
い
る
と
見
な
せ
る
。
そ
う

で
あ
る
な
ら
ば
、
自
治
体
の
標
準
的
行
政

を
国
の
責
任
と
し
て
国
税
を
も
っ
て
保
障

す
る
仕
組
み
に
、
地
方
の
税
源
が
繰
り
入

れ
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
、
自
治
体
の
課
税

権
や
財
源
保
障
の
責
任
主
体
な
ど
の
面
で

大
い
に
議
論
の
余
地
が
あ
る
。

※（
１
）
東
京
都
に
つ
い
て
は
特
別
区
の
法
人
住
民
税

を
都
税
と
し
て
課
税
し
て
い
る

（
２
）
地
域
の
元
気
創
造
事
業
費

　

地
方
法
人
税
の
創
設
に
あ
わ
せ
て
、
地

方
交
付
税
の
算
定
に
お
い
て
「
地
域
の
元

気
創
造
事
業
費
」（
３
５
０
０
億
円
相
当
）

が
新
設
さ
れ
る
。
こ
れ
は
、
２
０
１
３
年

度
の
地
方
公
務
員
給
与
の
臨
時
特
例
の
際

に
臨
時
算
入
さ
れ
た
「
地
域
の
元
気
づ
く

り
事
業
費
」（
３
０
０
０
億
円
相
当
）
を
、

事
実
上
、
改
称
し
て
当
分
の
間
存
置
す
る

も
の
で
、
普
通
交
付
税
の
需
要
額
に
同
経

費
を
新
設
し
て
算
定
す
る
。

　

具
体
的
に
は
３
０
０
０
億
円
に
つ
い
て

は
過
去
の
行
革
実
績
、
５
０
０
億
円
に
つ

い
て
は
地
域
活
性
化
の
成
果
を
そ
れ
ぞ
れ

需
要
額
算
定
の
補
正
係
数
と
し
て
反
映
さ
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前
回
第
２
６
１
号
に
引
き
続
き
、
後
編

を
お
届
け
し
ま
す
。

図表 4. 消費増税にともなう国地方の税率と消費税法定率の見通し

現行 2014 年度
2015 年度

2016 年度
～ 9月 10 月～

国税消費税 4% 6.3% 7.8%

うち消費税
法定率分相当

1.18% 1.40% 1.47% 1.52%

地方消費税 1.0% 1.7% 2.2%

実質的な地方分 2.18% 3.10% 3.17% 3.67% 3.72%

（資料）参議院総務委員会調査室「地方財政データブック」より作成

３ 

２
０
１
４
年
度
の
地
方
財
政
の
特
徴
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せ
る
。
こ
の
う
ち
行
革
実
績
で
は
過
去
の

人
件
費
の
削
減
実
績
の
ほ
か
２
０
１
３
年

度
の
ラ
ス
パ
イ
レ
ス
指
数
な
ど
が
基
準
に

採
用
さ
れ
る
た
め
、
給
与
の
臨
時
特
例
へ

の
対
応
如
何
が
算
定
に
影
響
す
る
こ
と
と

な
る
。

　

た
だ
し
、
同
項
目
は
行
革
や
地
域
活
性

化
の
成
果
に
か
か
わ
ら
ず
、
す
べ
て
の
自

治
体
で
必
ず
需
要
額
に
加
算
さ
れ
る
こ

と
。
段
階
補
正
と
い
う
補
正
係
数
が
適
用

さ
れ
る
た
め
比
較
的
小
規
模
自
治
体
へ
傾

斜
配
分
さ
れ
る
こ
と
。
そ
も
そ
も
同
項
目

の
需
要
額
へ
の
加
算
効
果
は
道
府
県
０
．

２
～
０
．
６
％
程
度
、
市
町
村
で
０
．
２

～
２
．
３
％
に
過
ぎ
な
い
。
以
上
の
よ
う

に
行
革
や
地
域
活
性
化
の
成
果
が
地
方
交

付
税
の
算
定
結
果
に
及
ぼ
す
影
響
は
極
め

て
限
定
的
で
あ
る
。

　

い
ず
れ
に
し
て
も
、
地
方
交
付
税
は
自

治
体
の
標
準
的
行
政
経
費
の
算
定
を
基
本

的
考
え
方
と
し
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら

ず
、
経
費
削
減
の
成
果
を
算
入
す
る
と
い

う
の
は
、
た
と
え
実
質
的
な
影
響
が
わ
ず

か
で
あ
る
と
は
い
え
、
制
度
の
目
的
と
は

矛
盾
す
る
も
の
で
あ
り
廃
止
す
べ
き
で
あ

る
。

（
３
）
地
方
法
人
特
別
税
・
譲
与
税
の
縮
小

　

先
述
の
地
方
法
人
税
に
先
ん
じ
て
地

方
税
の
偏
在
是
正
に
対
応
す
る
た
め
、

２
０
０
８
年
に
道
府
県
税
で
あ
る
事
業
税

の
２
分
の
１
を
地
方
法
人
特
別
税
と
し
て

国
税
化
し
、
そ
の
全
額
を
地
方
法
人
特
別

譲
与
税
と
し
て
人
口
と
従
業
員
数
を
基
準

に
都
道
府
県
に
再
配
分
す
る
制
度
が
導
入

さ
れ
た
。

　

も
と
も
と
将
来
的
な
地
方
消
費
税
の
増

税
を
見
据
え
た
暫
定
措
置
と
し
て
創
設
さ

れ
た
も
の
で
、
当
時
は
地
方
消
費
税
１
％

に
相
当
す
る
２
．
６
兆
円
が
国
税
化
さ
れ

た
。
今
回
、
地
方
消
費
増
税
や
地
方
法
人

税
の
導
入
な
ど
を
踏
ま
え
、
都
道
府
県
の

負
担
調
整
を
図
り
、
事
業
税
の
２
分
の
１

相
当
か
ら
３
分
の
１
相
当
に
地
方
法
人
特

別
税
の
税
率
を
引
き
下
げ
た
。
こ
れ
に
よ

り
平
年
ベ
ー
ス
で
６
７
２
８
億
円
が
事
業

税
と
し
て
復
元
す
る
見
込
み
で
あ
る
。

　

同
制
度
は
消
費
増
税
の
際
に
、
地
方
法

人
課
税
の
国
税
化
と
引
き
替
え
に
地
方
消

費
税
の
拡
充
を
図
る
い
わ
ゆ
る
「
税
源
交

換
」
の
構
想
が
基
本
に
あ
り
、
今
回
、
地

方
消
費
税
の
拡
充
が
一
部
実
現
し
た
こ
と

か
ら
、
本
来
で
あ
れ
ば
、
都
道
府
県
の
事

業
税
に
対
す
る
本
来
の
課
税
権
を
回
復
す

る
べ
く
全
廃
さ
れ
る
べ
き
と
こ
ろ
で
あ

る
。
し
か
し
、
事
業
税
の
復
元
に
と
も
な

う
偏
在
拡
大
を
懸
念
さ
れ
る
な
か
で
将
来

の
廃
止
を
見
据
え
た
縮
小
に
と
ど
め
、
理

屈
よ
り
も
技
術
的
な
配
分
が
優
先
さ
れ
る

結
果
と
な
っ
た
。

（
４
）
消
費
税
の
地
方
配
分
の
充
実

　

４
月
１
日
か
ら
消
費
税
率
が
８
％
に
引

き
上
げ
ら
れ
、
こ
の
う
ち
地
方
消
費
税
や

地
方
交
付
税
法
定
率
分
へ
の
繰
り
入
れ
に

よ
り
、
地
方
へ
の
税
源
配
分
も
充
実
す

る
。

　

図
表
４
は
消
費
増
税
に
と
も
な
う
国
税

お
よ
び
地
方
税
の
税
率
引
き
上
げ
予
定
と

国
税
消
費
税
の
う
ち
地
方
交
付
税
の
財
源

に
回
る
分
を
表
し
た
も
の
で
あ
る
。

　

２
０
１
３
年
度
ま
で
は
消
費
税
５
％
の

う
ち
国
税
４
％
、
地
方
税
１
％
、
消
費
税

法
定
率
分
相
当
（
消
費
税
の
29
．
５
％
）

が
１
．
18
％
で
あ
る
。
２
０
１
４
年
度

の
８
％
の
引
き
上
げ
に
よ
り
国
税
６
．

３
％
、
地
方
税
１
．
７
％
と
な
り
、
法
定

率
分
に
つ
い
て
も
１
．
４
％
相
当
と
な

る
。
さ
ら
に
予
定
通
り
２
０
１
５
年
度
10

月
に
10
％
に
引
き
上
げ
ら
れ
た
場
合
、
国

税
７
．
８
％
、
地
方
税
２
．
２
％
、
法
定

率
分
１
．
52
％
相
当
と
な
る
。
２
０
１
５

年
度
は
年
度
半
ば
の
引
き
上
げ
の
影
響
を

織
り
込
ん
で
法
定
率
分
相
当
が
１
．
47
％

と
な
る
。

　

な
お
、
現
行
の
消
費
税
法
定
率
は
国
税

分
の
29
．
５
％
で
あ
る
が
、
引
き
上
げ
に

と
も
な
い
従
来
の
配
分
に
新
た
な
追
加
配

分
を
合
わ
せ
た
率
に
調
整
す
る
た
め
、
最

終
的
に
19
．
５
％
に
引
き
下
げ
ら
れ
る
。

　

２
０
１
４
年
度
は
地
方
消
費
税
の
増
税

分
で
４
６
９
６
億
円
、
地
方
交
付
税
法
定

率
の
充
実
分
で
２
３
３
４
億
円
、
合
計
で

約
７
０
０
０
億
円
が
追
加
的
な
配
分
と
な

る
。

　

こ
れ
に
対
し
、
子
育
て
支
援
な
ど
の
社

会
保
障
の
充
実
に
と
も
な
う
地
方
負
担
分

は
３
４
９
１
億
円
と
見
込
ま
れ
、
消
費
税

地
方
配
分
の
約
半
分
を
こ
れ
に
充
て
る
こ

と
に
な
り
、
残
り
は
現
状
の
社
会
保
障
経

費
に
回
る
こ
と
に
な
る
。
国
は
も
と
よ
り

地
方
に
つ
い
て
も
消
費
増
税
分
は
社
会
保

障
経
費
に
充
て
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
の

で
、
各
自
治
体
で
は
会
計
上
の
処
理
を
含

め
そ
の
使
途
を
明
確
に
す
る
と
と
も
に
、

議
会
に
よ
る
チ
ェ
ッ
ク
機
能
の
強
化
や
住

民
へ
の
情
報
公
開
が
求
め
ら
れ
る
。

（
５
）
自
動
車
税
制
の
見
直
し

　

消
費
税
の
引
き
上
げ
に
と
も
な
う
自
動

車
関
連
税
の
二
重
課
税
の
指
摘
を
踏
ま

え
、
道
府
県
税
で
あ
る
自
動
車
取
得
税
は

２
０
１
５
年
に
廃
止
さ
れ
る
こ
と
と
な

り
、
２
０
１
４
年
度
は
経
過
期
間
と
し
て

登
録
車
に
つ
い
て
５
％
か
ら
３
％
へ
、
軽

自
動
車
に
つ
い
て
３
％
か
ら
２
％
に
引
き

下
げ
ら
れ
る
。

　

道
府
県
税
の
減
収
見
通
し
は
９
５
２
億

円
と
な
っ
て
い
る
が
、
２
０
１
４
年
度
に

お
い
て
は
財
源
対
策
は
講
じ
ら
れ
な
い
。

な
お
、
自
動
車
取
得
税
の
７
割
は
市
町
村

交
付
金
と
し
て
市
町
村
道
の
延
長
と
面
積

で
交
付
さ
れ
て
お
り
、
市
町
村
財
政
に
も

影
響
が
あ
る
。

　

今
回
の
政
府
税
制
改
正
大
綱
に
よ
れ

ば
、
２
０
１
５
年
度
に
は
自
動
車
取
得
税

の
廃
止
の
一
方
で
、
市
町
村
税
で
あ
る
軽

自
動
車
税
の
新
車
に
関
す
る
税
率
の
引
き

上
げ
や
道
府
県
税
で
あ
る
自
動
車
税
の
環

境
性
能
を
基
準
と
し
た
課
税
の
見
直
し

（
２
０
１
４
年
度
中
に
検
討
）
な
ど
に
よ

り
、
自
治
体
の
減
収
を
相
殺
す
る
こ
と
が

予
定
さ
れ
て
い
る
。

　

た
だ
し
、
そ
も
そ
も
自
動
車
の
取
得
価

額
を
も
と
に
課
税
し
て
き
た
自
動
車
取
得

税
を
、
車
両
の
種
別
で
課
税
す
る
軽
自
動

車
税
や
新
た
な
環
境
性
能
で
課
税
す
る
自

動
車
税
な
ど
に
代
替
さ
せ
る
の
は
、
課
税

根
拠
を
看
過
し
た
数
字
合
わ
せ
に
過
ぎ
な

い
。
環
境
重
視
と
い
う
の
で
あ
れ
ば
、
こ

の
際
、
課
税
根
拠
を
含
め
た
自
動
車
関
連

税
制
の
見
直
し
を
行
う
べ
き
で
あ
る
。

（
６
）
合
併
算
定
替
え
終
了
対
策

　

２
０
０
０
年
代
の
い
わ
ゆ
る
平
成
大

合
併
で
は
、
旧
合
併
特
例
法
に
基
づ
き

２
０
０
５
年
度
末
ま
で
に
合
併
し
た
自
治

体
に
つ
い
て
、
地
方
交
付
税
の
激
変
緩
和

措
置
と
し
て
旧
市
町
村
単
位
で
算
定
し
た

交
付
税
を
合
算
す
る
合
併
算
定
替
え
の
措

置
が
10
年
間
講
じ
ら
れ
て
い
る
。

　

２
０
１
４
年
度
頃
か
ら
、
合
併
自
治
体
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で
は
特
例
算
定
の
段
階
的
な
適
用
終
了
の

時
期
に
入
り
、
地
方
交
付
税
が
減
収
す
る

こ
と
を
鑑
み
て
、
今
後
５
年
間
で
合
併
自

治
体
の
経
費
を
考
慮
し
た
算
定
の
見
直
し

が
図
ら
れ
る
。

　

そ
の
皮
切
り
と
し
て
２
０
１
４
年
度
か

ら
３
年
間
に
わ
た
り
、
合
併
自
治
体
の
支

所
機
能
の
充
実
を
踏
ま
え
て
支
所
関
連
経

費
を
充
実
さ
せ
る
。
需
要
額
で
の
算
定
は

３
年
間
で
３
４
０
０
億
円
相
当
と
見
込
ま

れ
て
お
り
、
合
併
算
定
替
え
終
了
で
お
お

む
ね
総
額
１
兆
円
弱
が
減
少
す
る
こ
と
か

ら
、
単
純
な
突
き
合
わ
せ
で
約
３
分
の
１

は
相
殺
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

　

こ
の
ほ
か
２
０
１
５
年
度
か
ら
は
消
防

や
保
健
セ
ン
タ
ー
な
ど
の
広
域
化
に
よ
る

合
理
化
が
図
り
に
く
い
経
費
に
つ
い
て
、

人
口
密
度
等
の
低
さ
に
応
じ
た
算
定
の
充

実
を
図
る
こ
と
や
、
合
併
に
よ
る
平
均
的

な
自
治
体
面
積
の
拡
大
を
踏
ま
え
た
交
付

税
算
定
基
礎
の
見
直
し
が
検
討
さ
れ
て
い

る
。

（
７
）
既
存
施
設
の
除
却
に
と
も
な
う
地

方
債
充
当

　

近
年
、
高
度
経
済
成
長
期
に
建
設
さ
れ

た
公
共
施
設
等
の
老
朽
化
に
と
も
な
う
維

持
更
新
が
、
国
地
方
の
政
策
課
題
と
な
っ

て
お
り
、
自
治
体
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま

で
法
律
（
地
方
財
政
法
）
で
制
限
さ
れ
て

い
た
施
設
等
の
除
却
費
用
に
対
す
る
地
方

債
の
充
当
を
当
分
の
間
可
能
と
す
る
特
例

措
置
が
講
じ
ら
れ
る
。
自
治
体
は
国
に
対

し
公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画
を
提
出

し
、
こ
れ
に
基
づ
き
起
債
が
可
能
と
な

る
。
２
０
１
４
年
度
は
一
般
の
公
共
施
設

関
連
で
３
０
０
億
円
、
公
営
企
業
関
連
で

１
２
０
億
円
が
見
積
も
ら
れ
て
い
る
。

　

地
財
計
画
の
財
源
保
障
の
重
要
な

フ
レ
ー
ム
で
あ
る
一
般
財
源
総
額
は

２
０
０
０
年
代
前
半
の
小
泉
政
権
下
で
大

幅
に
減
少
に
転
じ
た
も
の
の
、
そ
の
後
は

政
府
の
一
般
財
源
総
額
確
保
の
方
針
の
も

と
で
、
さ
ま
ざ
ま
な
地
財
対
策
が
講
じ
ら

れ
、
２
０
０
７
年
度
以
降
は
お
お
む
ね

59
兆
円
台
で
安
定
推
移
し
、
各
自
治
体
に

お
い
て
も
想
定
範
囲
内
で
の
一
般
財
源
確

保
が
保
障
さ
れ
て
き
た
。

　

今
回
は
消
費
増
税
が
寄
与
し
て
60
兆
円

台
に
乗
っ
た
も
の
の
、
今
後
も
基
本
的
に

は
一
般
財
源
水
準
の
現
状
維
持
を
め
ぐ
る

地
財
折
衝
が
、
総
務
財
務
両
省
で
展
開
さ

れ
る
こ
と
に
な
る
だ
ろ
う
。

　

近
年
の
地
財
計
画
の
動
向
を
み
る
と
、

90
年
代
ま
で
は
計
画
規
模
の
拡
大
を
通
じ

て
、
す
べ
て
の
自
治
体
に
対
し
一
般
財
源

を
増
額
保
障
す
る
こ
と
を
基
調
と
し
て
き

た
が
、
２
０
０
０
年
代
前
半
は
小
泉
政

権
の
三
位
一
体
改
革
の
も
と
計
画
規
模

と
と
も
に
一
般
財
源
総
額
は
圧
縮
さ
れ
、

２
０
０
０
年
代
後
半
以
降
、
あ
る
程
度
水

準
は
回
復
し
た
も
の
の
、
あ
る
程
度
決

ま
っ
た
財
源
の
パ
イ
を
配
分
す
る
状
況
へ

と
財
源
保
障
の
潮
目
が
変
わ
っ
た
。

　

そ
れ
は
か
つ
て
の
よ
う
な
公
共
事
業
経

費
を
追
加
し
、
地
方
全
体
の
財
源
保
障
を

底
上
げ
す
る
状
況
か
ら
、
財
務
省
主
導
で

計
画
規
模
や
地
方
交
付
税
総
額
削
減
の
要

求
に
さ
ら
さ
れ
な
が
ら
、
総
務
省
側
が
別

枠
加
算
や
歳
出
特
別
枠
、
地
方
税
の
国
税

化
に
よ
る
再
配
分
な
ど
の
多
様
な
手
段
を

尽
く
し
て
何
と
か
総
額
確
保
を
守
り
抜
く

状
況
へ
と
変
化
し
た
姿
に
も
映
る
。

　

し
か
し
、
年
々
、
社
会
保
障
経
費
が
増

加
し
つ
づ
け
、
ま
た
臨
時
財
政
対
策
債
を

は
じ
め
と
す
る
公
債
費
が
高
止
ま
り
す
る

な
か
で
は
、
前
年
度
並
み
の
一
般
財
源
総

額
確
保
と
い
う
状
況
は
必
ず
し
も
地
方
の

歳
出
を
現
状
維
持
で
保
障
し
て
い
る
こ
と

に
は
な
っ
て
お
ら
ず
、
総
額
確
保
は
本
来

で
あ
れ
ば
そ
の
拡
充
と
い
う
意
味
で
と
ら

え
る
べ
き
で
あ
る
。

　

発
展
的
な
意
味
で
一
般
財
源
総
額
を
確

保
す
る
た
め
に
は
、
標
準
的
な
行
政
経
費

を
保
障
す
る
国
の
財
政
責
任
を
明
確
に
し

つ
つ
、
地
方
は
場
当
た
り
的
な
地
財
対
策

に
甘
ん
じ
る
こ
と
な
く
、
社
会
保
障
を
中

心
に
必
要
な
経
費
を
具
体
的
か
つ
客
観
的

に
示
し
、
財
源
保
障
の
充
実
を
国
に
対
し

求
め
て
い
く
べ
き
で
あ
る
。
そ
の
た
め
に

は
今
回
の
地
方
法
人
税
の
導
入
に
あ
た
っ

て
看
過
さ
れ
た
、
国
と
地
方
の
協
議
の
場

な
ど
の
表
の
交
渉
を
地
方
側
か
ら
積
極
的

に
展
開
さ
せ
て
い
く
べ
き
で
あ
る
。

　

90
年
代
ま
で
の
よ
う
な
規
模
拡
大
の
局

面
で
は
、
国
任
せ
の
財
源
保
障
で
も
す
べ

て
の
自
治
体
が
量
的
拡
大
を
享
受
で
き
た

が
、
一
定
の
パ
イ
を
配
分
す
る
状
況
下
で

は
国
と
地
方
の
協
議
は
、
自
治
体
間
の
利

害
調
整
も
含
め
重
要
性
を
帯
び
て
く
る
だ

ろ
う
。

　

さ
ら
に
い
え
ば
、
こ
の
よ
う
に
財
源
保

障
を
め
ぐ
る
地
方
側
の
主
張
を
裏
付
け
る

基
礎
は
、
自
治
体
現
場
に
あ
る
。
冒
頭
に

紹
介
し
た
よ
う
に
、
地
財
計
画
は
法
令
に

よ
り
義
務
付
け
ら
れ
た
事
務
事
業
だ
け
で

な
く
、
通
常
、
多
く
の
自
治
体
が
行
っ
て

い
る
行
政
経
費
も
対
象
と
な
る
。
す
な
わ

ち
最
終
的
に
は
自
治
体
行
政
の
実
態
が
財

源
保
障
枠
を
形
成
し
て
い
る
の
で
あ
る
。

　

た
と
え
ば
２
０
１
３
年
度
の
給
与
の
臨

時
削
減
に
約
７
割
の
自
治
体
が
対
応
し
た

こ
と
で
、
現
状
で
は
給
与
削
減
の
既
成
事

実
が
で
き
あ
が
っ
て
い
る
。
こ
れ
を
地
方

全
体
と
し
て
復
元
で
き
な
け
れ
ば
、
そ
の

水
準
が
財
源
保
障
の
標
準
枠
と
な
る
の
で

あ
る
。
そ
れ
は
人
件
費
に
限
ら
ず
す
べ
て

の
経
費
に
つ
な
が
る
。
地
方
自
治
体
が
住

民
生
活
に
関
す
る
施
策
を
怠
っ
た
り
、
優

先
順
位
を
誤
れ
ば
、
そ
の
内
容
、
規
模
が

標
準
的
行
政
の
構
造
に
影
響
を
も
た
ら

し
、
中
長
期
的
に
は
国
の
地
方
行
革
の

タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
さ
れ
、
自
ら
地
方
財
政
の

縮
小
均
衡
を
も
た
ら
す
の
で
あ
る
。

　

財
源
保
障
は
現
場
か
ら
・
・
・
と
い
う

こ
と
で
あ
る
。

４ 

展
望 ―

一
般
財
源
総
額
確
保
の
意
味

　

３
月
10
日
（
月
）
合
併
後
の
行
政
推
進

機
構
研
究
会
の
一
環
で
、
豊
田
市
役
所
へ

行
政
視
察
に
行
っ
て
き
ま
し
た
。

　

豊
田
市
は
、
平
成
17
年
４
月
に
１
市
４

町
２
村
の
合
併
を
し
、
愛
知
県
内
で
最
も

広
い
自
治
体
と
な
り
ま
し
た
。
豊
田
市
で

は
、
市
域
が
広
域
に
な
っ
た
こ
と
に
よ

り
、
各
地
域
の
地
域
事
情
に
配
慮
し
た
施

策
を
実
施
す
る
必
要
が
あ
る
た
め
「
地
域

自
治
シ
ス
テ
ム
」
を
確
立
し
ま
し
た
。
今

回
は
、
こ
の
地
域
自
治
シ
ス
テ
ム
に
つ
い

て
視
察
を
行
い
ま
し
た
。

　

こ
の
地
域
自
治
シ
ス
テ
ム
と
は
、
地
域

の
課
題
を
住
民
と
行
政
と
で
効
率
よ
く
解

「
豊
田
市
行
政
視
察
」

合
併
後
の
行
政
推
進
機
構
研
究
会
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就
任
の
ご
挨
拶

決
し
て
い
く
た
め
の
施
策
の
こ
と
で
自
立

し
た
地
域
社
会
の
形
成
を
目
的
と
し
て
い

ま
す
。
地
域
自
治
シ
ス
テ
ム
を
構
成
す
る

具
体
的
な
地
域
活
性
化
事
業
と
し
て
「
わ

く
わ
く
事
業
」
と
「
地
域
予
算
提
案
事
業
」

が
あ
り
ま
す
。

　

わ
く
わ
く
事
業
と
は
、
地
縁
の
組
織
や

市
民
活
動
団
体
な
ど
が
、
住
み
や
す
い
地

域
づ
く
り
に
向
け
、
人
、
文
化
、
自
然
な

ど
の
地
域
資
源
を
活
用
し
主
体
的
に
取
り

組
む
事
業
に
対
し
、
補
助
金
を
交
付
す
る

補
助
制
度
で
す
。
そ
し
て
地
域
予
算
提
案

事
業
は
、
地
域
課
題
を
解
決
す
る
た
め
の

必
要
経
費
を
地
域
自
治
区
か
ら
提
案
さ
れ

た
事
業
計
画
書
に
基
づ
き
、
市
の
予
算
案

に
反
映
さ
れ
る
と
い
う
も
の
で
、
具
体
的

に
は
提
案
さ
れ
た
翌
年
度
に
行
政
が
主
体

と
な
り
、
課
題
解
決
の
た
め
の
事
業
を
実

施
す
る
制
度
で
す
。

　

現
在
豊
田
市
で
は
、
こ
の
地
域
自
治
シ

ス
テ
ム
の
運
用
が
開
始
10
年
目
を
迎
え
る

と
い
う
こ
と
で
さ
ら
な
る
進
化
に
向
け
て

事
業
の
見
直
し
・
検
証
を
行
っ
て
い
る
と

の
こ
と
で
し
た
。

　

こ
れ
ら
の
シ
ス
テ
ム
の
運
用
の
中
で
特

に
注
目
す
べ
き
点
は
、支
所
職
員
（
行
政
）

が
地
域
と
密
接
な
関
わ
り
を
持
っ
て
い
る

と
こ
ろ
で
す
。
支
所
に
配
属
さ
れ
て
い
る

職
員
が
、
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
事
情
を
細
か

く
把
握
し
、
共
に
地
域
課
題
に
取
り
組
む

こ
と
に
よ
っ
て
住
民
と
共
働
の
ま
ち
づ
く

り
が
実
現
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

職
員
数
が
削
減
さ
れ
行
政
サ
ー
ビ
ス
が

縮
小
し
て
い
く
中
で
、
こ
の
よ
う
な
地
域

活
動
支
援
に
特
化
し
た
部
署
を
設
け
る
こ

と
は
、
支
所
機
能
の
強
化
に
つ
な
が
る
施

策
の
ひ
と
つ
だ
と
考
え
ま
す
。

高橋支所を訪問

豊田市役所にて

上
席
研
究
員
兼
事
務
局
長
　
高
沖
秀
宣

　

私
は
、
３
月
末
で
三
重
県
庁
職
員
を
定

年
退
職
し
た
の
で
す
が
、
県
職
在
職
中
の

平
成
12
年
４
月
に
施
行
さ
れ
た
い
わ
ゆ
る

「
地
方
分
権
一
括
法
」
に
基
づ
く
地
方
分
権

の
動
き
が
、
全
国
的
に
も
「
遅
々
と
し
て
し

か
進
ん
で
い
な
い
」
状
況
の
中
、
平
成
14
年

４
月
か
ら
平
成
23
年
３
月
ま
で
９
年
間
、

三
重
県
議
会
事
務
局
で
議
会
改
革
を
経
験

さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。
そ
の
議
会
改

革
の
経
験
か
ら
私
が
理
解
し
た
こ
と
は
、

「
こ
れ
ま
で
の
地
方
自
治
は
、
そ
し
て
地
方

自
治
法
は
、
首
長
側
の
視
点
か
ら
語
ら
れ

て
き
た
も
の
で
あ
る
」と
い
う
こ
と
で
す
。

　

昨
今
、
自
治
体
議
会
に
お
い
て
は
、
議

員
の
定
数
や
議
員
報
酬
の
問
題
な
ど
を
契

機
と
し
て
、
住
民
の
間
に
も
関
心
が
も

た
れ
、
自
治
体
議
会
の
改
革
の
問
題
が
、

「
自
治
の
問
題
」
と
し
て
動
き
出
し
て
き

た
と
捉
え
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
は
な
い

で
し
ょ
う
か
。
た
だ
し
、「
自
治
の
問
題
」

と
し
て
取
り
上
げ
る
に
は
、
一
般
に
自
治

体
議
会
の
議
員
は
、
地
方
自
治
法
に
規
定

さ
れ
て
い
る
「
議
会
の
役
割
」
を
十
分
に

は
果
た
し
て
い
な
い
の
で
は
な
い
か
と
思

わ
れ
ま
す
。

　

私
は
、
三
重
県
地
方
自
治
研
究
セ
ン

タ
ー
に
お
い
て
、
自
治
体
議
会
の
諸
問
題

を
い
わ
ゆ
る
「
二
元
代
表
制
」
の
考
え
方

に
基
づ
き
議
会
側
の
視
点
か
ら
「
自
治
の

問
題
」
と
し
て
探
究
し
て
い
き
た
い
と
考

え
て
い
ま
す
。
ど
う
ぞ
よ
ろ
し
く
お
願
い

し
ま
す
。

主
任
研
究
員
　
増
田
芳
則

　

こ
の
た
び
、
人
事
異
動
に
よ
り
、
津
市

か
ら
三
重
県
地
方
自
治
研
究
セ
ン
タ
ー
に

派
遣
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。
こ
こ

で
の
研
究
成
果
を
、
行
政
の
現
場
に
役
立

た
せ
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
使
命
感
を

も
っ
て
取
り
組
ん
で
い
き
た
い
と
思
い
ま

す
。

　

自
己
紹
介
と
な
り
ま
す
が
、
私
は
津
市

役
所
に
入
庁
し
て
２
年
目
に
「
津
に
来
て

戦
隊
ツ
ヨ
イ
ン
ジ
ャ
ー
」
と
い
う
観
光
Ｐ

Ｒ
ロ
ー
カ
ル
ヒ
ー
ロ
ー
を
立
ち
上
げ
、
翌

年
に
津
市
の
う
な
ぎ
マ
ッ
プ
「
う
ま
っ

ぷ
」
を
作
成
し
ま
し
た
。
ま
た
ご
当
地
グ

ル
メ
の
「
津
ぎ
ょ
う
ざ
」
の
発
掘
・
Ｐ
Ｒ

に
も
携
わ
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
ら
は
全
て

仲
間
た
ち
と
市
民
活
動
と
し
て
取
り
組
ん

で
き
た
も
の
で
す
が
、
そ
の
活
動
の
根
幹

は
「
津
ぅ
に
は
な
ん
も
な
い
」
と
い
う
言

葉
を
無
く
し
た
い
と
い
う
想
い
で
す
。

　

こ
の
活
動
を
通
じ
て
実
感
し
た
こ
と

は
、「
こ
う
す
べ
き
だ
」
と
い
う
「
べ
き

論
」
を
語
る
だ
け
で
は
何
も
始
ま
ら
な
い

と
い
う
こ
と
で
す
。
そ
こ
か
ら
一
歩
踏
み

出
し
「
地
域
の
こ
と
を
自
ら
考
え
、
決
定

し
、
実
行
す
る
」
こ
と
が
、
課
題
を
解
決

し
、
前
進
と
変
革
を
も
た
ら
す
も
の
で
あ

る
と
思
い
ま
す
。
ま
た
、
こ
の
こ
と
が
ま

さ
に
「
自
治
」
の
基
本
で
あ
る
と
思
い
ま

す
。

　

私
は
、
そ
の
一
歩
を
踏
み
出
す
「
き
っ

か
け
＝
ヒ
ン
ト
」
を
自
治
体
の
現
場
に
届

け
ら
れ
る
よ
う
、
私
も
み
な
さ
ん
も
前
進

と
変
革
を
楽
し
め
る
テ
ー
マ
で
研
究
を
し

て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。
よ
ろ
し
く
お

願
い
し
ま
す
。


